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練馬区 福祉部 指導検査担当課
障害福祉サービス検査係



１ 集団指導の受講方法

２ 集団指導の目的

３ 個別支援計画の交付について

４ 身体拘束の適正化のための指針の項目について

５ 契約内容報告書の提出について

６ 情報公表未報告減算について
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１ 集団指導の受講方法
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◎練馬区ホームページより、資料をダウンロード

◎共通編・サービスカテゴリー編・請求編にある
動画を視聴し受講する。【１セット】

◎電子申請システムにより、受講報告をする。
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２ 集団指導の目的
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障害福祉サービス事業者等に対し、運営
等の基準や給付の請求等に関する情報を提
供することにより、業務の理解を深めると
ともに、更なるサービスの質の向上を目指
すことを目的としています。
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３ 個別支援計画の交付について
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令和6年度改正により…

・個別支援計画およびモニタリング結果について、利用者等
の相談支援を行う者への交付が義務化

各利用者の担当相談支援事業所へ、必ず交付してください。

相談支援事業所の責務…

・サービス等利用計画等およびモニタリング結果について、
利用者等のサービス担当者への交付

※ 短期入所、地域定着支援、移動支援は非該当
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指定申請、業務管理体制の整備、事業開始届の届出書類（変更届）

の控えを保管していますか？

各届出書には、届出内容に変更が生じた場合、変更届の提出
が求められています。控えを保管していない場合、届出状況の
確認ができず、変更届が必要かどうか判断できなくなります。

届出をする際は、控えを保管しておくようにしてください。

変更の届出をする際は、届出漏れがないように、
各届出の必要項目を確認してください。



４ 身体拘束の適正化のための
指針の項目について
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○事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方

○身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

○身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針

○事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針

○身体拘束等発生時の対応に関する基本方針

○利用者等（※）に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

○その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

（※）利用者等→ 障害児通所支援では「障害児またはその家族等」



５ 契約内容報告書の
提出について
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〇受給者証（別冊子）に受給者証記載事項を記載

受給者証に受給者証記載事項を記載し、契約を締結した際は、
受給者証記載事項その他必要な事項を区市町村に報告しなけれ
ばならない。

運営基準

報告方法

契約内容報告書により、その契約内容を区市町村に遅滞なく

報告しなければならない。

資料１および資料２参照
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契約内容報告書
（障害福祉サービス・障害児通所）

契約内容報告書
（地域生活支援事業） 14



受給者証記載事項等
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契約内容報告書

提出

作成

総合福祉事務所 保健相談所



契約内容報告書のありか
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～練馬区公式ホームページ～

トップページ

＞地域生活支援事業請求書関係＞契約内容報告書および利用者負担

＞障害者総合支援法請求関係＞契約内容報告書(障害福祉サービス等)

上限管理事務依頼（変更）届出書

＞事業者向け＞請求関係＞保健・福祉＞障害のある方
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利用者の「支給量」と「契約支給量」の違いはご存じですか？

支 給 量：支給決定をされた総支給量（サービスごと）

契約支給量：各事業所が利用者に提供する月当たりの
サービス提供量

※ 支給量の総量を超えてはならない。

利用者が複数の事業所と契約している場合等は、
支給量の総量を超えた契約にならないよう注意して
ください。



６ 情報公表未報告減算について
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（注）移動支援については、本項目は対象外



【主な指摘事項】

× 障害福祉サービス等情報について、都に報告していない。

× 必要な年１回の都への報告内容の更新をしていない。
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未報告の事業所は、速やかに都へ報告してください。

年1回、サービスごとに、報告内容の更新をしてください。
（都の報告期限：7月末日）

報告が適切に行われない場合、減算が適用されます。
（サービスにより、減算の単位数が異なります。）

指摘事例 情報公表未報告減算



YouTube 練馬区指導検査担当課チャンネル
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